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企業目的と会計情報開示基準
船 本 修 三
The Objectives of Business Enterprise and the Standards
of Disclosure of Accounting Information
Shuzo Funamoto
ABSTRACT
The objective of this paper is to define a relationship of the
objectives of business enterprise and the standards of disclosure
of accounting information. Here the objectives of business
enterprise are the objective of acquisition of profit and the
objective of social contribution. The standards of disclosure of
accounting information are 5 types of reporting economic
reality approach, agency theory, decision usefulness approach,
political approach, and social welfare approach.
The objective of disclosure of accounting information is
fundamentally that a business enterprise (accounting information
transmitter) maps its economic events and present the effects of
mapping to its stakeholders (accounting information receiver).
On the basis of this fundamental objective, there are 4
applicative objectives of stewardship, income calculation,
information presentation, and communication. The objective of
communication is most important when a business enterprise
discloses accounting information because accounting information
intermediates between a business enterprise and its stakeholders.
The contents of this paper are as follows.
I The Objectives of Business Enterprises
(288η
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1 Two Objectives of Business Enterprises and Corporate
Social Responsibility
2 The Concept of Public Interest and Politicization of
Accounting Standards
3 The Objectives of Disclosure of Accounting Information
II The Subject and Object of Accounting
1 The Subject of Accounting
2 The Object of Accounting
III The Standards of Disclosure of Accounting Information
1 Five types of Standards of Disclosure of Accounting
Information
2 The Economic Value of Standards of Disclosure of
Accounting Information
3 The Economic Impacts of Standards of Disclosure of
Accounting Inf ormation
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I企業 目的
1 2つの企業目的と企業の社会的責任 (CSR)
企業は,有限資源の有効利用という社会経済目的のもとで,利益獲得目的と
社会貢献目的の2つの企業目的をバランスよく達成しなければならない。これ
が企業の社会的責任 (Corporate Social Responsibility;CSR)である°。この
点に関しては,営利企業 (Business Enterprises)であろうと,非営利企業
(Nonbusiness Enterprises;Nonprofit Organizations;NPO)であろうとなん
ら相違するところはない。
営利企業は,利益獲得目的の達成を必要条件とする。しかしながら,利益獲
得目的の達成に専念するあまり,社会に対して害悪をもたらしてはならないし,
また環境を破壊してはならない。営利企業は,公益に資さなければならないの
である。したがって,営利企業にとって,社会貢献目的の達成は十分条件であ
る。
他方,非営利企業は,社会貢献目的の達成に重点をおくのが普通である。し
かしながら,非営利企業であっても,有限資源の有効利用という社会経済目的
のもとでは,その活動の効率性を要求されることとなるから,利益獲得目的を
達成することも要請される。効率性を無視して,有限資源を浪費することは許
されないからである。
例えば,郵便局,国鉄,電信電話公社および専売公社等の多くの国営の公共
企業が,利益獲得目的を達成することができなかったために,民営化されてき
たのである。したがって,企業の社会的責任は,社会貢献目的のみに関連する
概念ではなく,利益獲得目的と社会貢献目的の2つの企業目的に関連する概念
である。
1)Kotler and Lee[2005]pp.22‐24
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今日,企業の利害関係者 (interested parties)という用語に替えて,ステー
クホルダー (stakeh01der)すなわち利益共有者という用語が使用されるよう
になってきたのは,企業は,その関係者に対して害すなわち損失をもたらすの
ではなく,利益を与えるのが当然のことであるという考え方によるものである。
利害関係者という用語を使用するときは,企業の社会的責任は,企業の2つ
の目的のうち社会貢献目的に関連する概念と考えられていた。利害関係者とい
う用語は,企業が公害を出してはいけない,すなわち,地域住民や消費者等の
企業の関係者に対して害を与えてはならない,環境を破壊してはならないとい
うカテゴリーの概念である。
したがって,利害関係者という用語のもとでは,企業の社会貢献目的は,企
業の関係者に対して害を与えてはならないことはもちろんのこと,1990年の国
際環境会議においてはじめて使用された地球環境保全を指向した持続可能性
(sustainability)の概念に関連するものでなければならないか。
これに対して,ステークホルダーにおけるステーク (stake)とは,机上の
辞書によれば,「賭け」「賭金」および「賭け競馬」のことを意味する°。ステー
クホルダーは,私的利益志向が強い。自己が関わっている企業からまったく利
益を得られないかあるいは満足を得られるだけの利益を得られなければ,躊躇
せずに即座にさらに多くの利益を得ることのできる企業へ乗り替わる。そのた
め,企業は,会計年度末に,ステークホルダーから厳しい審判を受けることと
なる。
したがって,ステークホルダーという用語のもとでは,社会貢献目的の達成
は当然の前提であって,主として,利益獲得目的の達成が重視されることとな
る。ステークホルダーとは,株主,債権者,取引先および顧客等の企業外部の
2)企業の社会的責任と地球環境問題についての詳細は,高[2004](213-246頁)を参照。
3)三省堂編修所[2001]2496頁。
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関係者のことをいうのであるが,経営者や従業員の企業の経営活動を直接遂行
している企業内部の関係者もステークホルダーに含められる。能力のある優秀
な経営者や従業員は,現在所属している企業よりも有利な条件を提示する企業
があれば,その企業へ移籍することがあるからである。
2 公益の概念と会計基準の政治化
企業がもっぱら所有主のための私的手段から社会全体の公的手段となるに至
った今日においては,これに応じて,企業も,その経営活動を通じて,社会全
体すなわち公共の利益 (公益)に資すべきことが要請される。それは,企業が,
有限資源の有効利用という社会経済目的のもとで,利益獲得目的と社会貢献目
的の2つの企業目的をバランスよく達成するという社会的責任を果たさなけれ
ばならないからである。
会計基準設定が公益のためになるべきであるという観点は,公認会計士や税
理士に代表される職業的専門家集団が公益のために行動すべきであるという社
会的責任のもとで,従来から暗黙のうちに認められていたものである。例えば,
米国では,1934年に制定された証券取引法によって証券取引委員会 (SEC)
が設置されたのであるが,この証券取引法の10(b)節において,SECが公益
または投資家保護のために必要かつ適切な規則と省令を公表すべしとの主旨が
述べられていた 。゛またわが国でも,1948年にお1定された証券取引法 (現金融
商品取引法)において,米国の証券取引法の10(b)節と同一の主旨が述べられ
ていたのである'。
これまでに,公益の概念が使用されたとしても,それは特定の私益を正当化
するための口実にすぎず,厳密に何が公益なのかは明らかにされてこなかった。
4)Gaa[1988]p199
5)この点については,新井,自鳥[1991](28-33頁)が詳 しい。
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ここに,公益とは何かを明らかにする必要がある。
J.C.ガーは,V.ヘルドによって1970年に刊行された『公益と私益』と題す
る書物°のなかで展開されている概念的枠組を適用して,次の4つの公益の概
念に関する理論を提示している。単一理論 (Unitary Theories),共益理論
(Common lnterest Theories),多数理論 (Preponderance Theories)および
最少理論 (Minimalist Theories)の4つの理論つがこれである。
まず,単一理論によれば,ある一定の時代と場所において,すべての個人を
導く道徳的判断について単一の体系が存在する。そのため,私益は公益と対立
することはないし,また私益も相互に対立することはない。すべての個人にと
って,公益に関する言明は,私益に関する言明と同値関係にある。
このような見解の1例としては,「嘘をつくことは常に悪い」というカント
の歳言をあげることができる。このカントの蔵言によれば,たとえ友人の所在
について殺人者に嘘をつくことによって友人の命を救うことができたとしても,
人は嘘をついてはいけないのであって,常に真実を告げるべきであるというこ
とになる。友人の命を救う義務と真実を告げる義務は,正反対にみえるにもか
かわらず,両者の間に対立はないのである°。
しかしながら,単一理論には2つの問題点がある。第1の問題点は,実際に
は,公益と私益との間および私益間に対立が存在することである。例えば,カ
ントの歳言のもとでは真実の告示が公益になるという理由から人は真実を告げ
る義務があるとしても,殺人者に嘘をつくことは,これによって友人の所在を
漏らさないことが友人の命を救うこととなるから,友人の私益になるのである。
したがって,ここに公益と私益との間に解決しなければならない純粋な対立が
存在するのであるい。
[1970]
1988]pp.200-202
1988]p200.
1988]pp.200-201
??‐?
????
???‥
????
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第2の問題点は,公益が私益と無関連に定義されているために,単一理論が
当初に設定した仮定と対立することである。ある言明が公益になる場合にのみ
私益になるという仮定と対立するのである。しかしながら,実際には,その逆
のほうがより適切である。公益の定義は公益を構成する私益の定義に依存する。
したがって,私益と無関連に公益を定義できないのである。それにもかかわら
ず,単一理論のもとでは,私益は,公益に集約されうるとしても,公益を定義
するにあたって何の関連性もないのであるゆ。
次に,共益理論によれば,公益は共益である。χが共益になるということは,
χがすべての個人の私益になることを意味する。この理論の問題点は,もしχ
がすべての個人の私益にならないならば,公益を定義できないことである。全
員一致を要求することによって,χが夕よりもすべての個人の私益になる限り,
私益と公益との間に対立はない。それでもなお,私益相互の間に対立があるか
もしれない。そうであれば,共益理論は不完全なものとなる。すべての状況に
おいて,私益に関する知識のみに基づいて,公益を定義できないのである・ 。
私益についての全員一致があれば,全員一致で選択された代替案は,公益に
なる。したがって,社会機関がそのような代替案を選択すれば公益に奉仕する
こととなる。しかしながら,私益間に対立が存在するならば,公益が少なくと
もいくつかの事例において私益と対立することを意味する0。
さらに,私益と公益との論理的関係を上記の2つの理論よりも弱く特徴付け
る多数理論がある。この理論によれば,χが夕以上に社会構成員の多数の私益
になれば,χは夕よりも公益になることとなる。その具体例としては,多数決
ルールの投票手続やコストベネフイット分析を挙げることができD。
10)
11)
12)
13)
?
?
?
?
1988]p201
1988]p201
1988]p.201.
1988]pp 201‐202
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多数理論は,私益と公益との間の対立および私益間の対立の両者を認めるか
ら,上記の2つの理論よりも適切である。しかしながら,多数理論には,少な
くとも次のような2つの問題点がある。第1の問題`点は,χが公益になるとい
うためには,多数の規模を決定する何らかの方法が要求されることである。例
えば,投票制度の場合には,通常,単純多数決で十分であろう。しかしこのと
き,何故に単純多数決の方法を選択したのかを正当化することが必要となる。。
第2の問題点は,多数理論が,共益理論と同じように,例えば, しばしばす
べての投票者が1票を与えられるときのように,すべての私益を同等のものと
みなすことである。他方,法的ないし道徳的権利の行使は,結果として私益を
不同等に取扱うこととなる。ここでいう権利とは,ある私益が他の私益よりも
重視されることの保証である。したがって,このことは,もし何らかの適正な
権利が存在するならば,χは,たとえそれが多数の私益になるとしても,公益
にはならないことを意味する。。
最後に,これらすべての理由のために,私益と公益との論理的関係をさらに
弱く特徴付けることが必要となる。これがすなわち最少理論である。この理論
によれば,純粋に形式的な用語によって説明しえるすべてのことは,もしχが
夕よりもある個人の私益にならないならば,そのとき,χはノよりも公益にな
らないということである。この最少理論の見解は,非常に弱い言明であって,
結局のところ,私益と公益との間になんらかの関係があると主張するにとどま
るものである。この論理的に弱い分析は,私益と公益との間の対立および私益
間の対立を認める。しかしながら,上記の3つの理論と違って,最少理論は,
何かが公益になると主張するための論理的に十分な条件を提示するわけではな
ぃ16)。
14)Gaa[1988]p202.
15)Gaa[1988]p202
16)Gaa[1988]p.202.
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私益を基礎にその集約としての公益を定義するいかなる方法も,公益を定義
するための論理的に十分な根拠を提示するものではない。したがって,公益の
概念が本当に何らかの重要性を持つならば,何かが公益になると主張するため
には,さらに,追加的で非形式的な条件が充足されなければならない・ 。
それはすなわち,関連する個人によって,または関連する個人のために,χ
がノよりも優っているという主張を正当化できる場合,かつその場合に限り,
χはノよりも公益になるということである。これは,行動プロセスと行動結果
(行動の産物)の両方に言及している。しかも,行動プロセスのほうが行動結
果よりも重要であるとする考え方である。この考え方のもとでは,行動は,そ
れが結果として公益になったとしても,その結果を導き出した行動プロセスが
正当化されないならば,公益にはならないのである0。
要するに,このようなガーの考え方に従えば,会計基準設定においては,会
計基準設定の結果すなわちその産物としての会計基準そのものよりも,会計基
準設定のプロセスを重視することが必要となる。したがって,会計基準ではな
く会計基準設定主体の会計基準設定のプロセスが正当化されれば,これに応じ
て会計基準設定主体も正当化されることとなる。その結果,会計基準設定が正
当化されれば,会計基準は公益のためになるという結論に到達する。このよう
なガーの提示する公益の概念を基礎にした会計基準設定プロセス重視の考え方
が,会計政治化の主たる要因となっているものと考えられる。
3 会計情報開示目的
会計情報開示目的は,基本的には,会計の主体が会計の客体を写像し,これ
をステークホルダーに対してそのニーズに役立つ情報として伝達することであ
る。
17)Gaa[1988]p.202
18)Gaa[1988]p.203
(2895) θ
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「写像」とは,英語では “mapping"といい,「地図を作成する」という意
味にも使用されている。例えば,登山家が地図を利用するのは,机上で山の地
形や山道の位置などの現地の状態をあらかじめ学習することによって, きたる
べき登山行動を成功に終わらせるためである。地図の利用者 (情報の受け手)
は,地図が現地を忠実に表現していることを期待しながら,地図を利用する。
もし地図が現地を忠実に表現していないならば,その地図はその利用者にとっ
て何の価値も認められないこととなる。
地図の利用者が,実際には現地と対応関係にない,すなわち,現地を忠実に
表現していない地図を利用して,その地図をあたかも現地と対応関係にあるか
のごとく信じて行動してしまったならば,利用者は遭難等の危険な状態に陥る
であろう。
地図の作成者 (情報の送り手)は,絶えず現地を観察することが必要であり,
現地に変化が生じて,地図が現地と対応しなくなったならば,即座に地図を修
正することによって,地図と現地とが対応関係を保持するようにしなければな
らない。地図という記号は,現地という対象物を忠実に表現していなければな
らないからである。
地図の作成者による修正がなされないならば,地図の利用者は,その地図の
作成年月日に注意するとともに,地図という記号レベルと現地という非記号レ
ベルとを区別し,これら両者を混同じないように注意しなければならない。地
図の利用者が記号レベルと非記号レベルとを混同したならば,利用者が間違っ
た地図に従ったために目的地とは異なった地点に到着しても,なおその地図が
指し示す現地が存在しうるものと信じているかもしれない。
地図の利用者が地図という記号レベルと現地という非記号レベルとを識別す
ることができないならば,地図という象徴と現地という象徴されるものとを混
同してしまうことになり,間違った地図によって指し示されたかつては存在し
ていたが現在は実際には存在していない目的地を探し続けることとなる。しか
Iθ に89の
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しながら,地図の利用者はその目的地には永遠にたどり着くことができないの
である。
会計の主体によって作成され開示される会計情報は,あたかも現地と対応関
係にある地図のようなものでなければならない。会計情報が,会計の客体を忠
実に表現していないならば,会計情報の受け手の将来行動の指針となることが
できないからである。したがって,会計情報の送り手たる会計の主体は,現地
と対応関係にある地図のような会計情報を作成し,これを会計情報の受け手た
るステークホルダーに対して伝達しなければならないのである。
会計情報の受け手は,会計情報が,写体 (サロゲー ト:surrogate)である
という性質を有しているものであるにもかかわらず, これを本体 (プリンシパ
ル :principal)であるかのごとく理解し,それが写体であるがゆえに有する
限界を理解しないままに意思決定を行う傾向がある。
写体とは,物や現象を表現するのに使用される記号のことである。写体によ
って表現されている物や現象が本体である。われわれが写体を利用する理由は,
次の2つである。すなわち,①本体を識別する必要性,および②その識別した
結果を他人に伝達 (個人間伝達)するかまたはある時間後に自分自身に伝達
(個人内伝達)する必要性がこれである。したがって,われわれが使用する写
体は,他人に伝達するのに本体よりも便利であり,また,将来使用するための
記録として保存しておくのに本体よりも便利なものである。。
会計情報開示目的には,以上のような基本目的のほかに,基本目的によって
支えられた応用目的がある。すなわち,財産管理目的,利益計算目的,情報提
供目的およびコミュニケーションロ的の4つがこれである。
これら4つの会計情報開示の応用目的をパラダイムとみれば,これら応用目
的は,財産管理目的,利益計算目的,情報提供目的,コミュニケーションロ的
19)Iliri[1967]pp.4‐6
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へと順次パラダイム転換してきたものということができる。現在では,これら
4つの応用目的が併存している。
まず,財産管理目的は,会計の主体が, 1か月,半年および1年のような一
定期間において,企業の経営活動によって獲得した財産を継続的に記録し,こ
れを財産の実際有高と比較することによって,記録 (記号)と実際有高 (事実)
とが一致しているかどうかを確認することである。記録と実際有高とが一致し
ていない場合は,その不一致の原因を分析しなければならない。
次に,利益計算目的は,企業の経営活動をその努力 (犠牲)と成果 (効果)
の2局面から分析し,これら両者を比較することによって,経営活動の効率性
を測定することである。努力と成果との比較は,通常,数量 (物量または貨幣
金額)によって行う。努力よりも成果が大きいときは効率性が高く,反対に,
努力よりも成果が小さいときは効率性が低いということになる。
第3に,情報提供目的は,会計情報の送り手である会計の主体が,会計情報
の受け手であるステークホルダーに対して企業の状況に関する会計情報を提供
することによって,受け手の将来意思決定に資することである。会計情報の送
り手が会計情報を作成し提供するにあたって,これに係る法や制度や手続等の
ルールを順守していることは,当然の前提となっている。
最後に,コミュニケーションロ的は,会計の主体が,ステークホルダーに対
して提供した会計情報を手段として,ステークホルダーから共通認知に基づく
共通理解すなわち合意20を得ることである。コミュニケーションロ的は,情報
提供目的を前提とし,情報提供目的からパラダイム転換したものである。
情報提供目的においては,会計情報の送り手から受け手に対して,フイード
フォワードとしての情報提供がなされる。このことは,会計情報の送り手は,
受け手に対して一方的に会計情報を提供すればそれでよいということを意味す
る。
20)南[1980]363頁。
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他方,コミュニケーションロ的においては,会計情報の送り手から受け手に
対するフイードフォワードだけでなく,受け手から送り手に対するフィードバ
ックもなされる。このことは,会計情報の送り手は,受け手に対して会計情報
を提供するだけでなく,受け手からその情報に関する確認や質問等があれば,
これに応じてすでに提供した情報に関する再説明や情報修正などを行うことに
よって,会計情報の送り手と受け手との間において,双方向の情報交換が行わ
れることを意味する。
Ⅱ 会計の主体 と客体
1 会計の主体
実際に,会計の対象たる企業に関する経済事象を会計帳簿に記録し,これに
もとづいて会計報告書を作成する等の会計処理を行っているのは,企業の会計
担当者 (accOuntant)である。しかしながら,ここでいう会計の主体とは,
会計担当者ではなく,会計担当者がどのような立場から会計的判断を行うかと
いうことを意味する。会計の主体とは,会計上のあらゆる判断の主体となるべ
きものである。
会計の主体をどのように理解するかに関しては,これを企業の所有主とみる
所有主理論 (prOprietary theory)と企業体そのもの みる企業体理論
(entity theory)の2つの代表的見解がある"。 今日のように,企業が所有主
のみの便に供する私的手段ではなく,所有主をも含むステークホルダーすべて
の便に供する公的手段となっている時代環境にあっては,これに応じて,会計
の主体についても,所有主理論ではなく企業体理論よって解釈しなければなら
ない。
21)阪本[1975]29-31頁。
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企業体理論には,次の4つの説がある。すなわち,企業体をもって,①所有
主の集合体とみる所有主集合体説,②所有主の代理人とみる代理人説,③株主,
債権者,取引先,国家,地方公共団体,顧客,地域住民,一般消費大衆,経営
者および従業員等のステークホルダーが形成する社会経済関係の総体とみる制
度的企業体説,および④これらステークホルダーの形成する社会経済関係とは
全く別個の分離した独立企業体とみる独立企業体説がこれである2"。
これら4つの企業体理論のうちのどの説をとるかによって,会計上の判断に
差異を生ずることとなる。まず,所有主集合体説と代理人説は,実質的には所
有主理論である。所有主集合体説は,会計の主体を特定の所有主ではなく複数
の所有主の集合体としての企業体としているが,会計上の判断を行うのはあく
までも所有主としているからである。また,代理人説は,実際に会計上の判断
を行うのは経営者としているが,経営者はあくまでも所有主の代理人であって,
所有主のコントロールのもとで会計上の判断を行うものにすぎないからである。
次に,制度的企業体説と独立企業体説は,形式的にも実質的にも企業体理論
である。制度的企業体説は,会計の主体を所有主ではなく所有主をも含むステー
クホルダーが形成する社会経済関係の総体とし,また会計上の判断の主体もこ
のような社会経済関係の総体とするものである。
制度的企業体説のもとでは,会計上の判断の最高責任者たる経営者は,ステー
クホルダーの形成する社会経済関係の総体を考慮に入れて,ステークホルダー
のすべてに対して企業が獲得した利益を公平に分配することによって,ステー
クホルダーのすべてが満足するような意思決定を行わなければならない。ただ
し,ステークホルダーが形成する社会経済関係の総体は,そのおかれている時
代の自然環境,文化環境,社会経済環境および政治環境等2めのいかんによって
阪本[1966]51-70頁。
作田[1972]1124頁,249-294頁。
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多種多様なものとなる。
他方,独立企業体説は,会計の主体をステークホルダーの形成する社会経済
関係の総体としての制度的企業体ではなく,これとはまったく別個の分離した
独立企業体を想定し,この企業体が会計上の判断を行うものとしている。
独立企業体説のもとでは,会計上の判断は,特定のステークホルダーの利益
のみに偏向することがないとともに,企業がおかれている特定の時代環境にお
いてステークホルダーが形成する社会経済関係によって影響を受けることはな
い。独立企業体は,時代環境を超えた存在で,ステークホルダーのすべてに対
して公正な判断を行う中立的主体である。
主体の半J断は,主体がどのような判断基準を選択するかによって,大きな影
響を受ける。例えば,景色を青色のレンズによって見れば青色に見え,赤色の
レンズによって見れば赤色に見え,黄色のレンズによって見れば黄色に見える
がごとくである。
同一の景色であっても, レンズの色いかんによって,違った様相を呈するこ
とになる。例えば,真っ赤な夕焼け空を青色のレンズによって見れば紫色に見
え,黄色のレンズによって見ればオレンジ色に見える。したがって,主体の判
断の結果を正確に把握するためには,主体がどのような判断基準を選択してい
るのか,すなわち,主体がどのような色のレンズを使用しているのかをあらか
じめ理解しておくことが必要となる。
会計の主体は,会計の客体を忠実に表現するためには,無色のレンズを選択
することが必要となる。しかしながら,会計の関わる企業は,実際には,様々
な法や制度等の規制を受けるとともに,ステークホルダーの多種多様な権益が
対立し錯綜している場でもある。そのため,会計の主体は,会計情報開示の基
本目的の達成には多くの困難をともない,絶えず色付きのレンズをいくつか選
択し,これを2重3重に用いざるをえない状況におかれているのである。
このような色付きのレンズは,これをフランシス・ベーコンが提示したイド
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ラに類比することができる。われわれ人間の精神を占拠しているイドラは,外
来的であるかあるいは生得的であるかのどちらかである。そのうち外来的なイ
ドラは,哲学者たちの誤った教説や学派それ自体から,あるいはこれら教説や
学派による論証の結果得られた誤ったルールから,人間の精神に入り込んでく
る。他方,生得的なイドラは,人間の知性そのものに備わっている。知性は感
覚よりも誤りに陥り易いものである20。
イドラには,種族のイドラ (Idola Tribus),洞窟のイドラ (Idola Specus),
市場のイドラ (Idora Fori)および劇場のイドラ (Idola Theatri)の4つの
類型がある29。
まず,種族のイドラは,その根を人間の本性そのもののうちに,人間の種族
つまり人類そのもののうちに持っているイドラである。人間の感覚が事物の尺
度であるという主張は誤りであって,反対に,すべての知覚は,宇宙になぞら
えてではなく,人間になぞらえて作られている。そして人間の知性は,平らで
ないでこぼこの鏡のようなものであって,事物の本性に人間の本性を混ぜるこ
とによって,事物の本性をゆがめ着色するのである。
次に,洞窟のイドラは,人間各個人のイドラである。各人は,誤りに導く人
間の本性のほかに,自然の光をさえぎったり弱めたりする個人的な穴や洞窟を
持っている。それは,各人に固有の特殊な性質によることもあり,教育や他人
との談話によることもあり,書物や自分の尊敬し嘆賞する人々の権威によるこ
ともあり,あるいは偏見や先入見を持った魂に生じる印象ないし不偏不動の魂
に生じる印象の違いによることもある。
第3に,市場のイドラは,人類相互の接触と社会生活から生じるイドラであ
る。人々は,語ることによって結び付けられるが,言葉の中身は人々の理解に
坂本[1981]211頁。
坂本[1981]261262頁。
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応じて定められる。したがって,言葉が故意に不適切に定められると,知性は
特定の人によって操られてしまう。学者たちが,通常,身を守り安全にするた
めに用いる定義や説明も,決して事態を回復させはしない。言葉は知性に暴力
を加えすべてを混乱させる。そして人びとを空虚な論争や虚構に導くのである。
最後に,劇場のイドラは,哲学の種々の学説や学派から人間の魂に入り込む
イドラである。これまで受け入れられたあるいは見出された哲学は,舞台の上
で生み出された芝居であり,虚構の演劇の世界を作り出してきた。このことは,
過去に生み出された哲学や現在生みだされつつある哲学だけについていってい
るのではない。これから生み出されるであろう将来の哲学についても同じこと
がいえるのである。
これら4つのイドラは,人間の知性に対して次のような影響を及ぼすもので
ある。すなわち,人間の知性をすでに虜にしてしまって,そこに深く根を下ろ
しているイドラは,人々 の精神を占領していて,真理が入ってくるのを困難に
しているだけでなく,たとえ通路が開かれ真理が入ってくるのを許されたとし
ても,人々 があらかじめ用心してできるだけ身を守らないかぎり,学問の革新
のときにふたたび出現して妨害するのである。
会計の主体がどのような色のレンズを選択しなければならないかは,企業の
おかれている時代の自然環境,文化環境,社会経済環境,政治環境,およびス
テークホルダーの社会経済上の力関係いかん等によって決定される。そのため,
情報開示の基本目的を達成するためには,会計の主体が選択しているレンズを
取り除くことができないにしても,主体がどのような色のレンズを選択してい
るかを把握し,かりにこれを取り除いたならばどのような景色を見ることがで
きるであろうかを想定することが必要となる。
そうすることによって,できるだけ無色に近いレンズを用いた状態において,
会計の客体という景色を眺めるようにしなければならない。そのためには,会
計の主体が無色のレンズを採択しなければならないような環境を準備し,その
1729θJ
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中でこれを実行するための法や制度を確立することが重要な要件の1つである。
2 会計の客体
会計の客体は,企業の経営活動と企業の経営活動に対して影響を及ぼす環境
変化の2つからなる。
まず,企業の経営活動は,商企業の経営活動と製造企業の経営活動の2つに
大別できる。商企業の主たる経営活動は,購買活動と販売活動の2つから構成
されている。購買活動は,その企業以外の企業から商品を購買し,その商品に
対する対価を貨幣等によって購買先へ支払う経営活動である。販売活動は,そ
の企業以外の企業へ商品を販売し,その商品に対する対価を貨幣等によって販
売先から受け取る経営活動である。これら両活動は,ともに,企業とその企業
以外の実体との流通を目的とする外部活動である。    .
商企業の経営活動は,元本としての貨幣 (G)にはじまり,給付 (W)す
なわち商品の購買と販売を経て,通常,より大なる貨幣 (G')を獲得する。
他方,製造企業の主たる経営活動は,購買活動,製造活動および販売活動の
3つから構成されている。製造企業の購買活動と販売活動は,商企業の経営活
動と同じように外部活動である。製造活動は,企業内部において,労働役務が
主体となって,外部から購買した原材料を製造手段を用いて加工することによ
って,新たな形態の製品に転換する内部活動である。そのため,製造活動にお
いては,企業とその企業以外の外部の実体との流通は停止されることとなる。
このような内部活動たる製造活動があるかないかが,商企業の経営活動と製造
企業の経営活動との区分基準となる。
製造企業の経営活動においては,元本としての貨幣 (G)によって購買し
た給付 (W)は,労働力 (A)と原材料,機械および設備等の生産手段
(Pm)からなる。そして,これら2つの要素を結合することによって製造
(P)を行い,その結果として新たな給付 (W')すなわち製品を形成し,こ
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れを販売することによってより大なる貨幣 (G')を獲得する。
さらに,これら商企業と製造企業の経営活動には,このような主たる経営活
動のほかに,財務活動がある。財務活動は,企業資金の調達と運用に関わる経
営活動である。企業は,その運転資金を,自ら拠出するかまたは他から借り入
れることによって調達し,これをその経営活動にとって必要な諸資源を購買す
るなどして運用する。しかしながら,財務活動は,銀行等のような金融機関以
外の企業にとっては,購買活動,製造活動および販売活動の主たる経営活動を
補助する活動である。
次に,企業の経営活動に影響を及ぼす環境変化には,自然環境変化と経済環
境変化の2つがある。自然環境変化は,天災,火災および盗難等による企業保
有資産の損耗または滅失のことである。経済環境変化は,価格変動 (個別価格
変動および一般価格変動)や商製品そのものの機能を改善向上する技術革新の
ことである。
これら環境変化は,企業の経営活動と同様に重要な事象である。自然環境変
化は,企業保有資産に対して価値の増減をもたらす物理現象であるからである。
また,価格変動は,企業が主として貨幣金額によってその客体の測定を行って
いるため,測定尺度そのものに影響を及ぼすことになるからである。さらに,
技術革新は,企業の取り扱う商製品そのものの価値に対して影響を及ぼすから
である。
なお,主体と客体との関係をどのようにみるかについては,ベー ル観と非ベー
ル観の2つの考え方がある。まず,ベー ル観は,古典的な反映論のように,記
号の世界を現実の世界の受動的な反映とみる。ベール観は,記号が現実の受動
的な反映であって,記号の変化が現実の変化に起因するとみるものである20。
次に,非ベール観は,双方向のコミュニケーション論のように,記号は現実
26)青柳[1976]167頁。
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に対して能動的な反作用をもたらし,記号そのものに始発する変化が現実に影
響して,現実を創造する機能まで営むとみるものである2い。
会計の主体が作成し開示する情報は,会計の客体という現実を反映していな
ければならない。同時に,このような会計情報に基づいてなされるステークホ
ルダーの意思決定活動は,会計の客体に対して何らかの影響を及ぼす。したが
って,会計の主体と客体との関係は,これを非ベール観に基づいて考察しなけ
ればならない。
Ⅲ 会計情報開示基準
1 会計情報開示基準の5つの類型
会計情報の送り手たる企業と会計情報の受け手たるステークホルダーとのコ
ミュニケーション過程においては,送り手は,その企業活動に関わる会計情報
を受け手に対して定期的に開示することによって,合意を得ることが必要であ
る。送り手が準拠すべき会計情報開示基準は,これを次の5つに分類すること
ができる。すなわち,実態開示基準 (reporting economic reality approach),
エイジェンシー基準 (agency theory),意思決定有用性基準 (decision
usefulness approach),政治基準 (p01itical approach)および社会厚生基準
(social welfare approach)の5つがこれである20。
まず,実態開示基準は,会計の客体を忠実に表現することを要求する。この
基準のもとでは,会計情報の送り手は政治過程に関わつてはならないとともに,
会計情報開示基準は,その制定や変更からいかなる行動上の結果が生起しよう
とも,会計情報が事実を忠実に表現するように設定されるべきこと,そしてあ
青柳[1976]168頁。
Underdown and Taylor[1985]p■3.根津[1989]110-111頁。
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らかじめ選択された社会経済目的ないし社会行動様式を意識的に誘導すること
があってはならないのである。
次に,エイジェンシー基準は,まず,個人は自己の効用の極大化に努める存
在であると仮定する。次に,企業を,それに参加する諸個人間で締結される一
連の契約関係の集合体として解釈し,その企業への資金提供者をプリンシパル
そしてその資金の運用者をエイジェントとみなして,両者の間に,資金の委託・
受託の契約関係を通して,エイジェンシー (代理)関係が成立すると仮定する。
この仮定のもとでは,企業に参加する各個人間には,つねに,私益の対立が潜
在することとなる。
エイジェンシー基準は,市場制度が会計情報の供給を適切に統制することが
でき,会計情報開示基準設定者の自由市場制度への介入が企業への資金提供者
の利益にはならないとみる。この基準のもとでは,会計情報開示基準設定者の
役割は,市場システムが機能するための一般的ルールを形成しそれを保護する
こと,そしてその機能に問題が生じたとき,これを修正するための機会を与え
る法的枠組を提供することである。
第3に,意思決定有用性基準は,意思決定者のニーズを満足させることを意
図した情報システムアプローチを採用する。これはさらに,意思決定モデルの
構築とその情報ニーズに焦点を合わせる観点と,現実の意思決定者によって利
用される会計情報を重視する観点に分類できる。前者は,意思決定モデルの有
用性を高める会計情報について,理解可能性,目的適合性,信頼性および比較
可能性のような会計情報の質的特性20を明らかにする。後者は,記述論的かつ
実証論的であり,意思決定者が実際上どのように行動するかを考察し,個人レ
ベルと企業レベルの意思決定に関する経験的研究に関連する。
第4および第5に,政治基準と社会厚生基準は同一の範疇にある。後者が前
29)FASB[1980]pars.32-144.(平松,広瀬[2002]76129頁。)
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者の論理的拡張であるからである。政治基準は,民主主義社会における政策形
成一般と同様に,選択された会計情報開示基準を政治的行為の産物として把握
し,たとえそれが知的厳密性を欠いていたとしても,その受容可能性に重点を
おく。他方,社会厚生基準は,基準設定者が,会計情報開示基準が会計情報の
送り手と受け手の行動に対して及ぼす影響と,社会に対して与える経済的イン
パクトを評価し,これを会計情報基準設定過程において配慮すべきことを要求
する。
これら両基準は,会計情報開示基準の政治化ないし政治性を指摘するととも
に,会計情報開示基準が社会に対して与える経済的インパクトの概念を会計情
報研究の領域に定着させる役割を呆たしている。このことは,会計情報開示基
準の政治化との関わりにおいて,会計情報開示基準がどのように設定されるべ
きであるかという演繹論的・規範論的レベルの研究領域に対してだけでなく,
会計情報開示基準が現在どのように設定されているのかという記述論的 。実証
論的レベルの研究領域に対しても,われわれの注意を喚起させる。
2 会計情報開示基準の経済価値
会計情報開示基準が政治的な争いの対象となるのは,基準自体に私的な面か
らの経済価値が認められるからである。例えば,会計情報開示基準の新設や変
更は,野球におけるストライク・ゾーンの変更に似たところがある。いいビッ
チャーの揃っているチームと,いいバッターを集めてきたチームとでは,同じ
ルール変更でもプラスになる場合とマイナスになる場合がある。ストライク・
ゾーンが広くなると,前者のチームにとっては有利になるが,後者のチームに
とっては不利になる。ストライク・ゾーンの変更が成績に影響し,ひいてはチー
ムの収入にも反映されるのである。その結果,ルー ルの変更に対して喧々ごう
ごうたる論争がはじまるのは当然の帰結である30。
30)この詳細は,井尻雄士[1984](101-128頁)を参照。
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われわれは,通常「経済価値」という用語を,主として企業の支配する経済
資源について使用することが多い。しかしながら,この用語が経済資源のフロー
やストックの状態を表現するために適用される会計情報開示基準について使用
することはめったにない。したがって,「経済価値」という用語は,企業の経
済資源に代表される客体に関わる用語であって,客体に関わる情報を作成し提
供するために適用される会計情報開示基準に関わる用語ではない"。
それにもかかわらず,ここで「会計情報開示基準の経済価値」というような
用語法を使用しているのは,企業が選択適用した会計情報開示基準のいかんに
よって,その活動に対して大きな影響を及ぼされることが多いからである。会
計情報開示基準を,企業の活動に影響を及ぼす自然環境の変化および経済環境
の変化と同様の性質をもつものとみるのである。つまり,会計情報開示基準の
新設や変更を政治環境の変化とみるのである。したがって,企業は, どのよう
な会計情報開示基準が新設されるか,あるいは会計情報開示基準がどのように
変更されるかについて大いに興味のあるところであって,ひいては自らが会計
情報開示基準の新設や変更に対して何らかの影響を与えたいと願うのは当然の
帰結である。ここに,基準自体に私的な面からの経済価値が認められることと
なる3"。
しかしながら,会計情報開示基準に特定の企業の私的な面からの経済価値を
認めることは,社会科学の知的厳密性と技術的合理性を犠牲にするとともに,
基準設定を1つの政治的取引と解して,会計情報開示基準を政治的妥協と合意
の産物とみなすこととなる。これに対して,会計情報開示基準が特定の企業の
経済価値 (私益)ではなく,社会全体の経済価値 (公益)の極大化を目的とし
て設定されるべきものとみると,会計情報開示基準に対して社会的合意をえる
船本[1984]5頁。
船本[1984]5頁。
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ことが必要になるとともに,会計情報開示基準が公益の極大化に貢献するよう
にするためには,国家ないしこれに代わりうる権威当局が,基準設定に対して
介入することが必要となる30。
3 会計情報開示基準の経済的インパクト
会計情報開示基準が企業に対して与える経済的インパクトは,これをソフト
なインパクトとハードなインパクトとソフトとハードの中間的インパクトの3
つに大別することができる。
まず,ソフトな経済的インパクトとは,いわば「風が吹けば桶屋が儲かる」
式の間接的な影響のことであって,会計情報開示基準が企業に対して及ぼす問
接的な影響のことである。例えば,企業が開示する会計情報のPR的な側面を
挙げることができる。すなわち,開示された会計情報上の内容がよければ,黙
ってそれがマスコミを通じて情報の受け手に対して浸透していくのを楽しんで
いればよいのである。ところが,いったん悪い内容が開示されると,たとえそ
れが会計情報開示基準の影響によってそうなった場合であっても,その第一印
象を取り消すには莫大な費用と時間がかかる。これは,会計情報開示基準がマ
スコミを通じて社会全般に対して及ぼす間接的な影響である30。
これに対して,ハー ドな経済的インパクトとは,例えば,宝くじのように一
定の基準の下に出てきた数字にしたがって現金を分配する法律上あるいは契約
上の市1度が出来上がっている場合であって,会計情報開示基準が企業に対して
及ぼす直接的影響のことである。例えば,株式会社企業において,役員と株主
との間の賞与契約が当期純利益の額にもとづいて決定される場合は,当期純利
益から株主資本総額の5%を配当金として差引いた残りの10%を賞与総額とす
根津[1989]116-117頁。
船本[1984]5-6頁。
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るといった場合である鉤。
その他のハードなインパクトの例としては,利益分配を行うことを約束した
労働組合との契約,パー トナー間の分配方法を決めた社員契約,コストプラス
ー定額または一定率の利益で契約総額を決めるコストプラス契約等を挙げるこ
とができる30。
なお,ソフトとハードの中間的性質の経済的インパクトがある。例えば,訴
訟されていて負ける可能性が高いと判断した場合に,その可能性に関する情報
を開示しなければならないという会計情報開示基準が制定されていて,これに
従って敗訴する可能性が高いことを開示したとすると,そのことが,訴訟の相
手側に対して有力な武器を与えるわけで,本来ならどうなるかわからなかった
ものが,会計情報を開示したために,一気に相手側の勝訴につながることにな
るかもしれないのである3つ。
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